プロジェクト紹介「先進技術の社会影響評価（テクノロジーアセスメント）手法の開発と社会への定着」
代表　東京大学公共政策大学院　客員教授　鈴木達治郎

テクノロジー・アセスメント（以下、TA）は、1960年代末に米国で導入された手法で、技術が社会に導入される前に、その正・負の影響を評価し、政策決定を支援するために導入された。その後、欧州でも制度化・定着してきた。我が国では、欧米諸国と比較して社会影響までを含めた包括的なTAが必ずしも定着しておらず、リスク評価や研究開発支評価等にとどまり、政策支援手法としての制度化もなされてこなかった。このような背景を踏まえ、本プロジェクトでは以下の三つの目標を設定する。

第一に、我が国における技術に関する評価の実態とTAが制度として定着しなかった原因とを明らかにし、TAを定着させるための条件を明らかにする。ここでは、７０年代から８０年代にかけてのわが国におけるTAの盛衰、９０年代における「議会TA機関設置」に向けての動きと、実現しなかった背景などを詳細に分析する。第二に、欧米における最新TA手法の調査に加え、新たなTA手法を構築し、その有効性を実証する。ここでは、多様なステークホルダーの問題意識を可視化する「問題構造化」手法をTAに取り入れる試みを、ナノテクノロジーを事例として実施する（図ー１）。ナノテクノロジーのTAを実践する際には、実際にナノテクノロジーの現場から、研究者、産業界、社会科学者、消費者団体などの参加を得る。そして、最終的な達成目標として、新たなTAの概念・手法と実施体制とを提示し、それらを社会に定着させるための制度化にむけた具体的提言を行う。
研究体制（図ー２）は、東京大学公共政策大学院「科学技術と公共政策研究ユニット」を中心とした多領域プロジェクトグループが全体の統括を行い、上記（１）～（３）に対応した研究グループを立ち上げる。メンバーは、技術政策、行政学、技術倫理、リスク評価、技術経営、合意形成、リスクコミュニケーションなどの専門分野からなる。また、実際にナノテクの現場からの参加者が決定している。さらに、海外専門家４名による「アドバイザー・パネル」を設定して、プロジェクト全般の評価、コメントをお願いしている。
　TAは、他の採択プロジェクトにおいても、共通の重要な概念として位置づけられる。他の研究グループとの連携も含めて、現実の「科学技術と社会の相互作用」の理解とその関係改善に貢献できるよう、最善を尽くす所存である。
図-１　問題構造化手法による認識マップの例（バイオチップを例に）
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図ー２　研究体制
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